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要　旨



















2008 年 10 月、健康保険組合を持たない中小事業所の従業員（一般被保険者）とその家族を
主たる加入者として運営されてきた政府管掌健康保険（政管健保）の運営主体は、公法人であ
る全国健康保険協会に移管され、政管健保は全国健康保険協会管掌保険（協会けんぽ）へと衣
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平均値 標準偏差 最大値 最小値
協会けんぽ
2010 4.8 0.5 5.9 3.5
2020 6.1 0.6 8.3 5.1
2030 5.6 0.6 7.7 4.6
2040 7.0 0.9 8.7 4.9
市町村国保
2010 32.5 3.7 40.4 17.7
2020 39.8 4.5 49.1 23.5
2030 36.3 3.7 43.7 23.8
2040 41.5 3.6 50.3 26.8
高齢化率
2010 24.6 2.6 29.6 17.4
2020 31.0 2.9 37.2 22.9
2030 33.6 3.0 41.0 26.5














































で報告されている年齢計の指数（地域差指数 -1）を全国平均＝ 1 で再基準化したものである。
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（支出）   （収入） 
給付費 12.2  保険料    0.9 
        公費       6.1 
        後期高齢者支援金 5.2 
（支出） 
給付費（0-64 歳）  3.6
給付費（65-74 歳） 0.6
前期高齢者納付金   1.1 
後期高齢者支援金  1.6 
（収入） 
保険料（0-64 歳）  3.1
保険料（65-74 歳） 1.4
保険料（支援金）   1.5
 
公費（0-64 歳）    0.6 
公費（65-74 歳）   0.3 
公費（支援金）   0.2 
（支出） 









公費（0-64 歳）    2.2
公費（65-74 歳）   1.0 
公費（支援金）    0.7
（支出） 
給付費（0-64 歳）  3.0 
給付費（65-74 歳） 0.3 
前期高齢者納付金  1.1 
後期高齢者支援金  1.5 
（収入） 
保険料（0-64 歳）  2.9 
保険料（65-74 歳） 1.3 
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給付費および財政調整分等に対して 16.4％の国庫負担があり、平成 23 年度には 65 歳未満の給




の保険料率が設定されている。図 3 はその模式図を示している。給付費のうち、第 2 号経費
（現金給付費・前期高齢者納付金・後期高齢者支援金等）と第 3 号経費（業務経費・一般管理
費・収支差）については、制度全体の総報酬により按分されている（共通料率）。さらに、医




















料率を 2015 年度から 2040 年度までの期間について 5 年おきに推計した。
３－１　被保険者数および被扶養者数の推計
推計の基本となる人口見通しとして、2010 年度については『平成 22 年国勢調査』（総務省
統計局）の都道府県別×年齢階級別人口を、2015 年度から 2040 年度までについては国立社会
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2010 年度における被保険者（被扶養者）の都道府県別× 10 歳年齢階級別レセプト点数（調剤
を含んだ点数）を年度集計し、『健康保険・船員保険実態調査』（厚生労働省保険局）から推計
される全国ベースの 5 歳年齢階級別 1 人当たり点数と組み合わせることで都道府県別× 5 歳年
齢階級別レセプト点数を生成した。最後にそれを金額化して都道府県別× 5 歳年齢階級別被保
険者数（被扶養者数）で除すことで、2010 年度の 1 人当たり医療給付費とした。
1 人当たり医療給付費の将来の伸びについて、本稿では「医療費等の将来見通し及び財政影
響試算」（厚生労働省保険局　平成 22 年 10 月 25 日）参考試算に基づき、伸び率を年 2.5％（医
療高度化等分 1.5％＋診療報酬改定分 1％）とした  2）。
将来の名目賃金上昇率は 2025 年度までは「医療・介護に係る長期推計」の改定版にあたる「社
会保障に係る費用の将来推計の改定について（平成 24 年 3 月）」（厚生労働省）の想定を用いた。
2025 年度以降は 2025 年度の名目賃金上昇率（年 2.4％）で一定とした。
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という算定式に基づき、各年度の 75 歳未満人口をもとに設定した  5）。医療給付費から公費負
担分（50％）と後期高齢者負担分とを除いたものを若人負担分とした。
若人負担分は、各保険者の 75 歳未満の加入者数に応じて分担され、後期高齢者支援金とし
て拠出が求められる。さらに、被用者保険においては後期高齢者支援金の 3 分の 1 については
被保険者の総報酬額に応じて拠出金の調整が行われる（総報酬割）。協会けんぽの支援金の推















保険協会）の中からその値を得ることができる。本稿では、2010 年度における第 3 号経費の
対医療給付費が今後も一定であるとして将来の推計額とした。







支部  の年齢調整額（　　　）は、支部  の国庫負担を除く年齢階級別医療給付費（　　　）
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整額（　　　）は、支部  の年齢階級別 1 人当たり総報酬を 　　　とすると、
 （2）
と表される。右辺第 1 項は全国の給付費を各支部の総報酬によって按分した値である。右辺第
2 項は (1) 式の右辺第 1 項と同じ平均給付費である。平均的に負担すべき給付費を上回って報
酬を得ている被保険者の多い支部ほど、所得調整額は多くなり、保険料率は高くなる。







えしたことに伴い、それまで全国一律であった保険料率も 2009 年 10 月からは都道府県単位で
定められることになった。ただし、急激な保険料率の変動を抑えるための一時的措置として、
激変緩和措置による保険料率の乖離幅の抑制が導入された。
2009 年には激変緩和調整後の保険料率は調整前の 10 分の 1 に、その後徐々に抑制は緩和さ
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平均値 標準偏差 最大値 最小値 変動係数
協会けんぽ（現状投影）
2010  9.3 0.04 9.4 9.2 0.004
2020 11.4 0.30 12.1 10.8 0.027
2030 11.7 0.29 12.4 11.1 0.025
2040 12.1 0.28 12.7 11.5 0.023
協会けんぽ（激変緩和措置継続）
2020 11.7 0.08 11.9 11.5 0.006
2030 12.0 0.07 12.1 11.8 0.006
2040 12.3 0.07 12.5 12.2 0.006
市町村国保
2010  7.5 0.62 8.4 5.1 0.082
2020  9.8 0.79 11.7 7.9 0.081
2030 10.2 0.93 12.3 8.5 0.091
2040 10.3 0.94 12.3 8.4 0.091
（注）筆者推計。協会けんぽについては保険料率（％）、市町村




状投影ケースで 2020 年度までの十年間に 2.1 ポイント、2030 年度までの十年間に 0.3 ポイン
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には示していないが、2010 年度の保険料率と 2040 年度の保険料率の相関を線形近似でみる
と、現状投影ケースでは初期時点で 1 ポイント保険料率が高い支部では、2040 年度の保険料
率は平均で 7.8 ポイント高くなる。決定係数は 0.97 と非常に高い。もっとも、これは多分に激
変緩和措置の撤廃による影響であるが、激変緩和措置継続ケースでも、初期時点で 1 ポイント
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以下では、将来の保険料率の地域差を生み出している原因について、より詳しく考察する。























にははっきりした負の相関を観察しており、図 5 および図 6 の結果はそれとは対照的な結果と
なっている。後期高齢者医療制度が創設されたため市町村国保の高齢加入者割合は低下したも












































ACTA HUMANISTICA ET SCIENTIFICA
UNIVERSITATIS SANGIO KYOTIENSIS






















































 本稿の研究の一部は科学研究費補助金・基盤研究（Ｃ）12008193 からの助成を受けている。本誌の 2
名の匿名の査読者からは示唆に富む有益なコメントを頂戴した。ここに記して感謝の意を表したい。
1） これらの詳細については福井（2014）でまとめられている。
2） 福井（2013）の推計の際に設定した 2 つの伸び率のうち、ケース 1 にあたる。









7） 本稿の推計では初期時点の都道府県別×年齢階級別 1 人当たり医療費が全国一律の伸び率で増大する
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Future Projection of JHIA Managed Health Insurance System
Tadashi FUKUI
Abstract
In Japan, medical care benefits are expected to increase with the rising, ageing population. 
We have been unable to find a solution to financing the increasing medical care benefits for 
the elderly, because of the conflict of interest among insurers for the public medical care 
insurance system.
In this paper, we used the extended long-term projection model of the public medical care 
finance in order to forecast the prefecture-based premium rate of the health insurance 
managed by Japan Health Insurance Association (JHIA). We also investigated what factors 
generate the difference in the future prefecture-based JHIA premium rate. 
We found that the nationwide income-based financial adjustment contributes to the 
sustainability of each branch’s finance and that the prefecture-based JHIA premium rate 
reflects the local difference in the medical care costs. We can expect that the difference 
produces an incentive for branches to check and manage the medical care usage of their 
insured. However, the measure for easing the sudden change of premium rate may 
discourage such incentive. 
Keywords:  JHIA Managed Health Insurance, Future Projection, Healthcare Benefits, 
Financial Adjustments between Medical Care Insurers, Regional Difference

